
＜製造時等検査料金表＞ 

■第一種圧力容器 
公益社団法人ボイラ・クレーン安全協会 

１． 検査基本料金・検査技術料金 

 

【検査基本料金】 

（１） 構造検査・使用検査 

 （1 基につき） 

内容積（ｍ３） 検査基本料金 消費税 合計 

 0.５未満 12,300 円 1,230 円 13,530 円 

０．５以上 １未満 17,200 円 1,720 円 18,920 円 

１以上 ２未満 22,000 円 2,200 円 24,200 円 

２以上 ５未満 26,800 円 2,680 円 29,480 円 

５以上 １０未満 32,200 円 3,220 円 35,420 円 

１０以上 ３０未満 41,800 円 4,180 円 45,980 円 

3０以上 ６０未満 47,200 円 4,720 円 51,920 円 

6０以上  52,100 円 5,210 円 57,310 円 

検査等内訳 

① 申請書類の受付確認 

② 設計審査 

③ 材料、外観検査 

④ 水圧試験（指定外国検査機関の基準等適合証明書の結果により実施を省略する場合があ

ります） 

⑤ 安全装置・附属品の検査 

⑥ 明細書作成交付 

 

（２） 溶接検査 

ア 胴を溶接する場合 

㋐ 胴の長手方向における溶接部の長さが５m 未満のもの 

 （1 基につき） 

胴の最大内径（ｍ） 検査基本料金 消費税 合計 

 0.５未満 26,600 円 2,660 円 29,260 円 

０．５以上 １未満 41,700 円 4,170 円 45,870 円 

１以上  57,000 円 5,700 円 62,700 円 

 

㋑ 胴の長手方向における溶接部の長さが５m 以上１０ｍ未満のもの 

 （1 基につき） 

胴の最大内径（ｍ） 検査基本料金 消費税 合計 

 0.５未満 36,700 円 3,670 円 40,370 円 

０．５以上 １未満 46,800 円 4,680 円 51,480 円 

１以上  62,100 円 6,210 円 68,310 円 

 



㋒ 胴の長手方向における溶接部の長さが１０ｍ以上のもの 

（1 基につき） 

胴の最大内径（ｍ） 検査基本料金 消費税 合計 

 0.５未満 41,700 円 4,170 円 45,870 円 

０．５以上 １未満 52,000 円 5,200 円 57,200 円 

１以上  67,200 円 6,720 円 73,920 円 

 

イ 鏡板、底板、管板又はふた板のみを溶接する場合 

（1 基につき） 

鏡板、底板、管板又はふた板の 

最大内径のうち最大のもの 

（ｍ） 

検査基本料金 消費税 合計 

 0.５未満 26,600 円 2,660 円 29,260 円 

０．５以上 １未満 41,700 円 4,170 円 45,870 円 

１以上  67,200 円 6,720 円 73,920 円 

検査等内訳 

① 申請書類の受付確認 

② 設計審査 

③ 材料検査 

④ 開先検査 

⑤ 機械試験 

⑥ 放射線試験 

⑦ 外観検査 

⑧ 明細書作成交付 

 

【検査技術料金】 

上記（1）及び(2)の検査基本料金は、申請書類の受付確認と設計審査及び明細書作成交付を

除き、立会による検査・試験となり、申請書面との照合、水圧試験等を試験地にて実地の確認と

なります。 

これら立会による検査・試験の項目が一部未了等により複数日にわたる場合、構造の欠陥に

よる実地再確認を必要とする場合は、その都度、検査基ごとに上記検査基本料金に次の検査技

術料金を追加し実施します。 

（1 基につき） 

検査種別 検査技術料金 消費税 合計 

構造検査 10,000 円 1,000 円 11,000 円 

溶接検査 10,000 円 1,000 円 11,000 円 

使用検査 10,000 円 1,000 円 11,000 円 
 

２．容器明細書、溶接明細書等の証明料金 

第一種圧力容器明細書、溶接明細書の証明等については、1 件につき 4,400 円（税込み）となりま

す。 なお、これら証明のため実地確認が必要な場合、出張等に係る旅費等の負担、所定時間外の実施

については割り増し料金が発生します。 



３．その他 

（1）検査に係る出張料金（交通費、日当及び宿泊料）、福島第一原子力発電所の敷地内において検査

を実施する場合の日当及及び深夜日当は別途定めております。 

（2）実地確認に係る出張料金（交通費、日当及び宿泊料）及び深夜日当は上記（1）に準じます。 

 

【備考】 

この料金表は、２０２４（令和６）年９月１日から適用します。 

 


